
はじめに

公益事業における規制改革は経済の基本的潮流

として世界的に広がっている。公益事業の多くの

分野で規制改革が進展する一方、伝統的な公正報

酬率規制に代わる新たな料金規制方式の導入が試

みられている。国内においても、１９９５年に電気事

業においてヤードスティック査定が導入され、

２０００年１０月には電気通信事業においてプライス

キャップ規制の導入されるなど、伝統的な公正報

酬率規制から新しい料金規制への変化は今後も続

くと考えられるが、今後の公益事業における料金
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１ 公益事業における規制改革は経済の基本的潮流として世界的に広がっている。公益事

業の多くの分野で規制改革が進展する一方、伝統的な公正報酬率規制に代わる新たな料

金規制方式の導入が試みられている。国内の事例を見るまでもなく、今後も新しい料金

規制への変化は続くと考えられるが、今後の公益事業の料金規制政策を予測するうえで、

これまでの料金規制の動向を検証することは重要である。

そこで、今回、１９８０年代初頭から民営化されたイギリスの公益事業（電気、ガス）に

おける料金規制の実態を検証し、今後の公益事業における料金規制政策の研究に資する

こととした。

２ 調査の結果、イギリスにおけるプライスキャップ規制の問題点として、以下の２点が

判明した。

�１ 時間の経過とともにフォーミュラ、バスケットが複雑化、多様化してきている。

�２ 料金改定期間に一貫性がない。

３ イギリスでの経験からするとプライスキャップフォーミュラは実用的に改善するほど

透明性に欠けるフォーミュラ、システムになりやすく、また、各事業者の経営状況を細

かく反映する必要が生じることから、公正報酬率に近づく。

このことから、日本の公益事業の料金規制に対する示唆として、プライスキャップ本

来のインセンティブ特性を重視するならば、その精緻化についてある程度の調整項まで

にとどめる規制庁の判断が必要である。

また、品質維持に必要な長期投資のインセンティブをプライスキャップが持てるかど

うか今後十分な吟味が必要であるといえる。
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規制政策を予測するうえで、これまでの料金規制

の動向を検証することは重要である。

このような状況を踏まえ、これまでの公益事業

における料金規制の概要について整理を行い、あ

わせて１９８０年代初頭から民営化されたイギリスの

公益事業における料金規制の実態について検証を

行った結果を取りまとめたものである。公益事業

を取り巻く環境がドラスティックに変化していく

中、今後の公益事業における料金政策の研究の一

助となれば幸甚である。

１ 公益事業における料金規制の概要

各国の公益事業において実施されてきた料金規

制を大別すると�１公正報酬率規制、�２インセン

ティブ規制、�３公正報酬率規制とインセンティブ

規制の混合、またはインセンティブ規制どうしが

混合された混合型規制１）に分けられる２）。

また、代表的なインセンティブ規制には�１イギ

リスの国有企業の民営化の際に採用されているプ

ライスキャップ規制、�２ヤードスティック方式、

�３アメリカの電気事業などに適用されている利潤

分配方式などがあげられる。

ここでは、伝統的に公益事業において適用され

てきた公正報酬率規制について、その概要につい

て述べるとともに、利点、問題点について整理を

行い、公正報酬率規制の問題点を明確にしたうえ

で、これらの問題点を改善することを目的として

提唱されたインセンティブ規制のうち、プライス

キャップ規制とヤードスティック方式の概要につ

いて述べる。また併せて、これらの料金規制方式

について現在考えられている利点・問題点につい

て整理を行うこととする。

１．１ 公正報酬率規制

公益事業における電力、ガス、電気通信などの

ネットワーク産業３）は、規模の経済性、範囲の経

済性などにより自然独占が発生することから、い

わゆる市場の失敗から生じる資源配分非効率の是

正と分配の公正性の確保を目的として、公的機関

による経済的規制が適用されている。この経済的

規制のうち料金規制については、資源配分効率の

達成、企業の内部効率の確保、所得再分配の回避、

企業財務の安定化４）が原則とされる。このような

原則に基づき、多くの公益事業に対して取られた

料金規制が公正報酬率規制である。

上記のように自然独占が発生するネットワーク

産業においては、通常、変動費に対する固定費の

割合が大きく規模の経済が存在するため、限界費

用が平均費用を下回り、パレート最適とされる限

界費用にて料金設定を行うと、企業に赤字を発生

させてしまうことになる５）。逆に、独占企業が自

由に料金設定を行えるとした場合、企業は利潤を

最大化しようとすることから、需要の価格弾力性

が低ければ低いほど価格（独占価格）は限界費用

から上昇していく。そこで、自然独占の状態にお

いて健全な企業経営を維持するためには、料金を

平均費用にて設定することが次善（セカンド・ベ

スト）の料金設定となる。

具体的には、能率的な経営の下でのサービス供

給に要する適正な費用に一定の事業報酬を加えた

１）例えば、日本の電気事業には、公正報酬率規制にヤードスティック査定を混合した料金規制が適用されている。
２）植草［１９９６］を参考に形態分類を行った
３）「ネットワーク産業」については様々な解釈が存在するが、ここでは南部、伊藤、木全［１９９４］におけるネットワークの定義
「主として継続的取引を支援する物理的構造物」とする。

４）植草［１９９１］
５）この赤字を税収により補填することも考えられるが、もともと固定費が大きい産業では限界費用で設定された料金では赤字が

膨大になるため、課税方式次第では深刻な税収の所得再分配の問題を引き起こす可能性がある。（植草［１９９１］）
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「総括原価」を、料金算定期間における予想需要

量で除した１単位当りの料金（平均費用料金）を

算出し料金設定を行う。料金水準を決定するにあ

たり、その公的な性格から事業報酬をどのように

設定するかが重要なポイントとなるが、電力を始

めとする多くの公益事業においては、公正報酬を

決定するにあたり事業資産に適正な事業報酬率を

乗じて算出する「レートベース方式」が導入され

ている。ここでの事業資産とは「真実かつ有効」

と認められた資産であり、また事業報酬率につい

ては、一般企業の自己資本比率や利子率などを参

考に算定される。

これを公式化すると下記のとおりとなる。

P＝（C＋K・p）／Q

P：料金水準、C：営業費用、K：レートベー

ス、p：公正報酬率［p＝i・D ／K＋π・E ／K＋r］、

i：負債資本利子率、D ／K：負債資本比率、π：

自己資本利率、E ／K：自己資本比率、r：リスク

率、Q：総需要量

なお、レートベース方式が導入される以前の公

益事業における料金算定方法については、営業費

用と資本費用のそれぞれについて適正と判断され

る事業報酬を積み上げる「積み上げ方式」が採用

されていたが、資本費用を抑制する効果に欠けて

いたことから、レートベース方式に変更されてい

る６）。

公正報酬率規制はこれまで見てきたように、次

善の料金設定であるとはいえ、経済学的に比較的

望ましい料金規制方式であり、また、サービス供

給に要する適正な費用（原価）に基づき料金算定

を行うため社会的受容性をもっていることから、

過去から多くの国で公益事業の料金規制として採

用されてきた。しかし、事業者の内部非効率化な

どの「規制の失敗」の問題が指摘されており、料

金規制としての是非について多くの議論がなされ

ているところでもある。そこで、次に公正報酬率

規制に関する議論を利点・問題点別に整理を行い、

公正報酬率規制の問題点を明確にする。

�１ 公正報酬率規制の利点

�１原価を基礎として料金水準が算出されるため、

社会的受容性、一定の公平性をもつ。

�２サービス供給の費用に基づき、料金が設定され、

かつ一定の事業報酬が保証されることにより、

事業者は安定経営が可能である。

�３通常、原価算定期間は数年に及ぶことから、次

の料金改定までの期間（規制のラグ）のコスト

削減分は事業者に対する報酬となるため、経営

効率化のインセンティブが働く。

�２ 公正報酬率規制の問題点

�１情報の非対称性の存在

規制側は企業側の費用情報などを完全に把握す

ることは困難であることから事業者側に情報が偏

在することになる。このため、規制側と企業側の

間に情報の非対称性が生じる。このような状況に

おいて、規制側は適正な原価の査定を行うために

事業者に対して情報開示を要求するが、情報を完

全に入手することは不可能であり、規制側は不完

全な情報をもとに原価の査定を行わざるをえない。

このため、適正な原価の査定を行うことができな

い可能性がある。

�２費用削減のインセンティブの欠如

公正報酬率規制はコストベース規制であること

から、コスト上昇は料金に転嫁することが可能で

ある。つまり、企業に対する費用削減のインセン

ティブが欠如していることから企業の内部非効率

を生じさせる。公正報酬率の利点において、規制

６）ただし、現在においても国内の水道事業においては「積み上げ方式」が適用されている。
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のラグが企業の費用削減へのインセンティブにつ

ながるとしたが、コストベース規制による料金算

定は、事業者の費用削減インセンティブを減じて

いるといえる。

�３投入資本量の増加（アヴァーチ・ジョンソン効果）

公正報酬率規制は、事業資産に対して一定の報

酬率を乗じることによって報酬額を決定するが、

このスキームにより、企業が、報酬額を増大させ

るために事業資産を過大に保有する可能性が指摘

されている。本来ならば、原価の査定によってこ

の問題を避けることが可能であるが、情報の非対

称性により規制側が過大資産に気づかない可能性

がある。

�４規制コストの増大

「真実かつ有効」な事業資産の査定には、適切

な企業の費用情報などが必要となるが、一般的に、

規模の経済性、範囲の経済性によって自然独占が

発生する場合、企業の規模は他の事業に比べ大き

く、費用情報は膨大なものとなる。このため、企

業は情報収集や事務処理のために多額の費用を費

やすことになり、同時に規制側の査定にかかる費

用も多額なものとなる。また、情報の非対称性の

解消のために規制側がさらなる情報開示を企業に

求めた場合、そのコストは膨大なものとなる。

１．２ プライスキャップ規制

プライスキャップ規制については、１９８４年にイ

ギリスの電気通信事業が民営化された際に初めて

導入され、その後もイギリスの電気、ガス、水道

事業など多くの公益事業の料金規制として採用さ

れている。また、国内においても２０００年１０月から

NTTに対する料金規制として導入されるなど電

気通信分野を中心に幅広く採用されている。

プライスキャップ規制とは、その名のとおり価

格に上限を設定する規制方式であり、そのスキー

ムの根拠は、前期の生産量水準で前期の費用水準

を超えないことを条件に被規制企業に自由に価格

を設定させるものである。このスキームにより収

束する均衡価格は単一生産物のときに平均費用価

格、複数性産物のときにはラムゼイ価格であるこ

とが示されている。実際に、英国に導入されたプ

ライスキャップ規制は、RPI―X規制と呼ばれ、次

の式で表される。

Pt＝Σwipit ……………………………………�１

pit：t期の各生産物の価格、wi：ウェイト

�１ 式により加重平均価格が算出されるとすると、

Pt＝Pt－１（１＋RPI－X）………………………�２

Pt：t期に課される上限価格、Pt－１：前期の価格、

RPI：小売物価指数、X：生産効率化指数

この式からも明らかなように、プライスキャッ

プ規制では、費用と価格には直接の関係がなく、

Xが正の値である限り価格は小売物価指数を下回

り、実質値下げとなることが保証されているとい

える。

また、公正報酬率規制と比べ、プライスキャッ

プ規制の理論上の利点について整理すると下記の

とおりとなる。なお、プライスキャップ規制の問

題点については、「２ イギリスにおける電気事

業の料金規制の実態」以降で述べるものとする。

�１ 公正報酬率規制のように利潤水準を規定しな

いことから、企業が費用を削減するほど利潤を

増やすことができ、企業に対して効率化のイン

センティブが働くといえる。

�２ 公正報酬率規制では、料金改定のたびに企業

から費用情報の提出が必要となり、規制側・企

業に対して一定の規制コストがかかってくるが、

プライスキャップ規制については費用情報が不

要なため規制コストが削減されることになる。

�３ 公正報酬率規制と比べ、プライスキャップ方

式では原則として費用算定が必要なく、使用さ

れる指標も一般に公表される物価指数と規制側

と企業で合意したX項であることから規制の透
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明性が確保できる。

�４ 費用算定が不要なことから公正報酬率規制に

比べ情報の非対称性が軽減できる。

１．３ ヤードスティック方式

ヤードスティック方式については、海外での導

入例は少ないものの、日本の公益事業に対しては、

大手私鉄、乗合バス等を中心に１９７０年代から総括

原価方式の一部として導入されており、また近年

においても、１９９５年に電気事業の総括原価方式の

一部として導入されるなど、国内における新たな

料金規制の主流となりつつある。

ヤードスティック方式とは、公正報酬率規制の

問題点であった規制側と企業側の情報の非対称性

と企業の内部非効率の発生について、当該企業以

外の企業の情報を活用することによって是正しよ

うとするものである７）。また、ヤードスティック

方式の理論モデルとしては、Shleifer（シュライ

ファー）［１９８５］が代表的であるが、以下簡単に

その基本モデルについて見てみたい。

Shleiferの基本モデルでは、自然独占市場にお

いて同質的な複数の企業が存在し、それぞれの企

業が一定の限界費用で生産することが前提とされ

る。このような前提のもとで、規制側が当該企業

以外の企業の費用水準、投資水準の平均値を用い

た料金規制を適用した場合、料金が当該企業以外

の費用によって決定されることから、当該企業が

利潤を最大化するには自らの費用を限界費用まで

最小化しなければならないことになる。この結果、

最終的には当該企業に対する料金は限界費用にて

設定されることになるが、自然独占が発生する

ネットワーク産業においては限界費用が平均費用

を下回ることから、限界費用による料金設定は企

業に赤字をもたらすことになる。もし、規制当局

が企業の安定経営のために補助金を交付する場

合８）は限界費用料金にて料金が設定されることに

なり、補助金が交付されない場合は次善の料金設

定である平均費用価格にて料金が設定されること

になる。

公正報酬率規制に比べヤードスティック方式は、

料金規制における当該企業の費用情報が不要とな

ることから情報の非対称性が解消されることにな

り、また複数の企業間の比較がもたらす間接的な

競争状態により、企業の内部効率へのインセン

ティブを高めることになる。しかし、前提とされ

ている同質的な複数の企業が存在することは現実

には極めて困難であり、また対象企業間で共謀が

行われた場合、料金設定スキーム自体が無意味な

ものになる可能性がある。これらの問題に対して、

Shleiferは何らかの外性的な説明要因を用いるこ

とにより対象企業の同質化を図ることが可能であ

り、また共謀が判明したときのペナルティーを厳

しくするか、対象企業数を多くすることにより企

業間の共謀を防止できるとしているが、これらの

理論上の解決策についても、規制コストの増加、

比較可能企業数の限界などから別の解決策が必要

とされている。

このように、ヤードスティック方式を規制方式

そのものとして導入するには、更に改善の余地が

あると考えられるが、他のインセンティブ規制や

公正報酬率規制などと組み合わせることによって、

それぞれの規制方式の欠点を補完することは可能

７）なお、ヤードスティック方式については、規制方式としての側面と事業者の経営情報および株価等による同業の事業者間の比
較としての側面があり、前者をヤードスティック方式、後者をヤードスティック競争と区別する場合があるが（浅井［１９９９］）、
ここでは規制方式としてのヤードスティック方式について述べるものとする。

８）公正報酬率規制でも述べたように、実際に赤字を補助金によって補填することは、所得再分配の問題を引き起こす可能性があ
ることから現実的ではないが、産業内に設けられた基金からの補助金に置きかえると、その具体例を米国（電気通信事業）の
ユニバーサル・サービス・ファンドの改善策に求めることができる。（浅井［１９９９］）
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である。特に、国内における電気事業での導入例

に見られるように、公正報酬率規制との組み合わ

せによって、公正報酬率規制の問題点である企業

の内部非効率を是正できる点などが有効であると

考えられる９）。

２ イギリスにおける公益事業の料金規制の実態

既に述べたように、イギリスの公益事業の料金

規制については、１９８４年に電気通信事業が民営化

された際にプライスキャップ規制が導入されて以

来、ガス事業、電気事業、水道事業など多くのイ

ギリスの公益事業においてプライスキャップ規制

が導入されている。そこで、ここでは、イギリス

公益事業におけるプライスキャップ規制の適用の

実態について、電気事業およびガス事業を中心に

そのプライスキャップフォーミュラ、X項の動向

に焦点をあて検証を行い、併せてその評価を行う

ことにする。

２．１ 電気事業

イギリスの電気事業は、１８８１年ロンドン近郊の

ゴドルミングにおける電力供給から始まった。そ

の後、電力の需要の増加に伴って多くの電気事業

者が生まれ、１９００年頃までにはおよそ４００社に近

い電力会社が存在していたが、当時は電圧や周波

数が統一されていなかったことから、電力の地域

間の協調が進展しなかった。その後、「１９２６年電

気（供給）法」が制定されることにより、中央電

気局による全国連系網（ナショナルグリッド）の

建設が開始され、電力の地域間の協調が進展する

ことになった。また、「１９４７年電気法」により、

それまで５６０社近く存在していた電気事業者が国

有電気事業者のもとに統合されるとともに、イン

グランド・ウェールズ地方に１２地区配電局が設定

され、電気事業の国有化がなされた。その後、発

電、送電を行う中央発電局（Central Electricity

Generating Board; CEGB）が設立され、１９８９年

に電気事業が民営化されるまでの国営体制はほぼ

確立された。

１９７９年に、経済政策の一環として国営企業の民

営化政策を打出したサッチャー保守党政権が誕生

したことにより、電気通信事業を始め、多くの国

営企業が民営化され、電気事業についても１９８９年

電気法（Electricity Act１９８９）に基づき、１９９０年

に発電、送電、配電、供給の４つの部門に分割の

うえ民営化された。なお、電気事業以前に民営化

されたガス事業、電気通信事業では、事業分割を

受けることなくほぼ独占形態を維持した状態で民

営化がなされたのに対して、電気事業が事業分割

による民営化に至った背景には、イギリスの全国

連係網はメッシュ状に構築されており送電設備の

信頼性が高いことから、事業分割による発電部門

と送電部門の分離、及び競争導入による新規発電

事業者の増加にも耐えうると政府が判断したこと

があげられる。しかし、その一方で、CEGBによ

る事業分割に対する反対表明を押しきって、政府

が強固に事業分割を推進した背景には、独占形態

を維持した民営化による失敗１０）を政府が先に経験

していたことがあげられる。

�１ 電気事業体制の概要

前述のとおり、民営化政策によってイギリスの

電気事業体制は発電、送電、配電、供給の４つの

部門に分割されたわけだが、現在のイギリスにお

ける電気事業体制を概観するにあたり、イングラ

ンド・ウェールズ地方の電気事業体制について見

９）ただし、複数の料金規制を組み合わせることは、それぞれの規制の効率性を弱める可能性があることから、その組み合わせ、
設定には慎重な設計が必要である。

１０）独占形態を維持した民営化の失敗については「２．２ガス事業」において述べる。
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てみることにする。なお、同地方の電気事業体制

は図表１のとおりである。

まず、発電部門については、独占事業者であっ

たCEGBが３社（National Power；NP社、Power

Gen；PG社、Nuclear Electric；NE社１１））に分割

されたうえ、株式売却を通して民営化された。発

電市場に参入するには規制監督庁からの発電ライ

センスの付与が必要１２）であるが、完全自由化がな

されている。このことから発電市場にはIPP（In-

dependent Power Producer）と呼ばれる独立電

気事業者が多数参入している。なお、発電価格

（卸電力価格）については、プールと呼ばれる卸

電力市場での取引によって決定される。

送電部門は「スーパーグリッド」と呼ばれる４００

kV、２７５kVの送電線連係網から構成されている。

送電部門に関する設備の所有及び給電指令につい

ては、規制監督庁から送電ライセンスを付与され

たNational Grid社（NGC）による独占が認めら

れているが、その設備については使用を希望する

認定電気事業者に対して非差別的に開放されてい

る。（コモンキャリア）

配電部門は、１３２kV以下の配電線の維持管理を

行っている。配電部門の運営については、国営時

代の１２地域配電局体制による地域独占が認められ

たうえで、株式売却による民営化がなされている。

また、配電設備については、送電部門と同様に認

定電気事業者に対して非差別的に開放することを

義務づけられている。

供給部門は、最終利用者に対して電力の販売を

行ういわば小売部門であるが、民営化当初は、需

要規模が１MWを超える需要家（約５０００軒）に対

する供給が自由化された。その後、１９９４年には自

由化範囲が需要規模１００kW超（需要家数：約

５００００軒）まで拡大し、残る需要規模１００kW未満

の需要家に対しても１９９８年以降、地域毎に順次自

由化され、１９９９年には全需要家に対する供給が自

由化されている。なお、供給部門に参入するため

には、発電、送電と同じく規制監督庁からのライ

センスの付与を受けなければならない１３）。供給ラ

イセンスには、従来の１２地方配電局（現１２地方配

電事業者１４））に対して交付される「一般供給ライ

センス」とそれ以外の供給事業者に交付される「第

二種供給ライセンス」の２種類がある。

各種ライセンス条件の作成、付与については、

１９８９年電気法に基づき、電気事業局長（Director

General of Electricity Supply; DGES１５））が行うこ

とになっている。また、電気事業局長を補佐する

機関として、政府とは独立した規制機関である電

力規制庁（Office of Electricity Regulation; OF-

図表１ イギリスにおける電気事業体制（イング

ランド・ウェールズ地方）

（海外電力調査会［１９９８a］などから筆者が作成）

１１）NE社については、１９９６年以降British Energy（BE）社の子会社となっている。
１２）後に「１９９０年電気令」にライセンス免除条件が規定され、発電所外に供給する電力量が小規模であることなどの一定の条件の

もとで、発電ライセンスの取得が免除されている。
１３）発電ライセンスと同様に「９０年電気令」においてライセンス免除条件が規定され、供給ライセンスについても一定の条件を満

たした場合、ライセンス取得が免除されている。
１４）なお、政府は１２地方配電事業者に対して配電部門と供給部門の会計分離を義務付けている。
１５）初代DGESは、イギリスの公益事業の料金規制についてRPI―X方式によるプライスキャップ規制の導入を提唱したS. Littlechild

である。なお、現在のDGESはガス事業局長（Director General of Gas Supply; DGGS）であるC. McCarthyが兼任している。
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FER）が設立されている。なお、OFFERの運営

費用については、各事業者から徴収されるライセ

ンス料によって賄われている。また、電気事業及

びガス事業の市場が自由化されたことにより、供

給部門を中心にエネルギー事業者による市場の相

互参入が増加したことから、１９９９年６月よりOF-

FERはガス規制庁であるOFGAS（Office of Gas

Supply）と統合され、ガス電力市場庁（Office of

Gas and Electricity Markets; OFGEM）となって

いる。

�２ 電気事業における料金規制の変遷

発電、送電、配電、供給と４部門に分割された

電気事業のうち、発電部門については、プール市

場によって卸電力価格が決定されることから、料

金規制は適用されていない。また供給部門につい

ても自由化範囲の拡大に伴って料金規制範囲は狭

められており、供給市場の完全自由化が達成され

た現在、需要規模１００kW以下の需要家の一部１６）に

料金規制が適用されている状況である。現在、料

金規制の適用を受けているのは、独占が認められ

ている送電部門及び配電部門である。ここでは、

送電部門及び配電部門における料金規制の変遷に

ついて検証し、併せて供給部門における完全自由

化されるまでの料金規制の変遷について見ていく

ことにする。

�１送電部門における料金規制の変遷

電気事業の民営化に際して、送電部門のみ

NGCによる１社独占が認められたことから、OF-

FERは配電部門や供給部門と比べNGCに対する

規制を厳しくする傾向にある。何故ならば、事業

者がNGCだけではなく複数存在する場合、第１

章で述べたように料金規制にヤードスティック方

式を組み合わせることによって、「規制の失敗」

を回避することも可能であるが、１社独占である

が故に規制側はNGCが提出する情報に強く依存

せざるを得ず、結果として企業の内部非効率化等

の「規制の失敗」が起こる可能性があるからであ

る。このことは生産性効率を表すX項が同時期の

他の部門と比べ、初回設定時を除き１～２％厳し

く設定されていることからも伺える。

送電料金は送電線使用料金と接続料金１７）に大別

されるが、プライスキャップ規制が適用されるの

は送電線使用料金と民営化以前の接続料金である。

なお、民営化以降の新たな接続料金については報

酬率規制が適用される。

ここでは、送電線使用料金のプライスキャップ

フォーミュラとX項の動向とその背景についてみ

てみたい。

図表２は自由化以降の送電線使用料金規制の変

遷についてまとめたものである。

第１期（１９９０年４月～１９９３年３月）

民営化された当初に送電線使用料金に適用され

たプライスキャップは、送電される電力の１単位

（kWh）当りの収入（平均収入）に上限値を設

定するものであった。また、プライスキャップ規

制は予測された電力量にて上限値を設定するため、

予測誤差によって前年における収入の過不足が生

じる。この収入の過不足分を調整するため、調整

項であるK項が導入されている。なお、毎年の平

均収入の増減を均するために、当該年を含む過去

５年間の平均最大電力を当該年度の予想最大電力

で除したGtがフォーミュラに組みこまれている。

X項については、民営化以降のシステム変更に

伴い設備投資が増大することが予想されたことか

ら０％とされた。（すなわちRPI±０％）

１６）年間使用量１２０００kWh以下の小口需要家（この小口需要家についても２０００年以降に料金規制が撤廃される予定である）
１７）接続料金とは、NGCとの接続を希望する認定電気事業者に対してNGCが建設する接続設備費用及びそ維持運営費等を指す。
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第２期（１９９３年４月～１９９７年３月）

フォーミュラについては変更がなかったものの、

RPIを予測値から前年ベースの実現値に変更され

た。これは、RPIの実現値と予測値の乖離が著し

かったためである。また、当該年度のX項につい

て０％から３％へ強化された。（すなわちRPI－

３％）

第３期（１９９７年）

１９９７年において２０％にもおよぶプライスキャッ

プ初期値に対する一括切下げが実施された。この

背景には、プライスキャップ規制の初期値の算定

において、レートベース評価額をそれまでの現在

価値簿値基準から市場価値基準に変更したことが

あげられる。

第４期（１９９７年４月～２００１年３月）

第４期における最大の変更点は、それまで平均

収入額の上限を制限していたプライスキャップ方

式から、総収入額を規制するレベニューキャップ

方式に変更された点である。

この変更の背景には、省エネルギーの観点から

需要と収入の関係を断つことにより、最大電力を

意図的に増大させるインセンティブを取り除くこ

とから導入された。

�２ 配電部門の料金規制の変遷

電気事業体制の概要で見てきたように、配電部

門については、１２地方配電会社による独占が認め

られており、２２kV以下の配電設備の使用料金に

ついてプライスキャップ規制が適用されている。

プライスキャップ規制における上限値については、

送電線使用料金と同じく、電力の１単位 （kWh）

当りの収入（平均収入）が上限値とされているが、

平均収入を算出する際に用いられる需要量につい

ては、以下のグルーピングされた需要家の需要量

に応じて加重平均がなされている１８）。

�１LV１：時間帯別料金制のもとで昼間１kV未満

で配電される需要量

図表２ 送電線使用料金の変遷

年月日 フォーミュラ X 項

第１期 １９９０．４―１９９３．３

Mgt＝（１＋RPIt－Xg

１００ ）×Pgt－１×Gt－Kgt

Mgt＝t年度の平均収入の上限値

RPIt＝t－１年１０月からt年１０月間の小売物価指数の上昇率

Pgt－１＝前年度の平均収入の上限値

Gt＝t年を含む過去５年間の平均最大電力をt年の予想最大電力で除したもの

Kgt＝修正項

X項＝０％

第２期 １９９３．４―１９９７．３ フォーミュラの変更はなし X項＝３％

第３期 １９９７ 一括切下げ ２０％

第４期 １９９７．４―２００１．３

Mgt＝（１＋RPIt－Xg

１００ ）×Pgt－１－Gt－Kgt
Mgt＝t年度の最大収入額

RPIt＝小売物価指数の上昇率（前年および前前年の５月から１０月の平均値）

Pgt－１＝前年度の許容最大収入額（８６８．１百万ポンド）

Dt＝需要家によるメインテナンスの価値（調整項目）

Kgt＝修正項

X項＝４％

（海外電力調査会［１９９３］などから筆者が作成）

１８）矢島［１９９８］
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�２LV２：時間帯別料金制のもとで、または、夜

間、オフピークの時間帯に適用される料金制の

もとで、オフピークと夜間に１kV未満で配電

される需要量

�３LV３：１kV未満で配電される他のすべての需

要量

�４HV：１kV以上２２kV未満の電圧で配電される

すべての需要量

なお、２２kVを超える配電設備の使用料金につ

いては、配電事業者と利用者の個別交渉に委ねら

れている。

図表３は配電線使用料金の変遷についてまとめ

たものである。

第１期（１９９０年４月～１９９５年３月）

送電線使用料金と同様に平均収入額に対して上

限が設定され、前年度の過不足分を調整するため

にK項が設定された。また、X項についても、送

電線使用料金と同様に、民営化に伴う設備投資の

増大が予想されたことから、全社平均で－１．１０％

（すなわちRPI＋１．１０％）に設定された。各社別

のX項については図表４のとおりである。

第２期（１９９５年）および第３期（１９９６年）

配電各社は、第１期における緩やかな規制のも

とで、人員削減を中心とした合理化を行うことに

より多大な利益を上げており、配電会社の株価は

公開価格の３倍近くまで上がった。これをうけ、

図表３ 配電線使用料金の変遷

フォーミュラ X 項

第１期

１９９０．４―１９９５．３

Mdt＝（１＋RPIt－Xd

１００ ）×Pdt－１×At－Kdt

Mdt＝t年度の配電量１kWh当たりの平均収入の上限値

RPIt＝t－１年１０月からt年１０月間の小売物価指数の上昇率

Pdt－１＝前年度の加重後の平均収入の上限値

At＝ロス係数

ロス率を過去平均以上に改善した場合数値が大きくなり、逆にロス率が増加した場

合には数値が小さくなる。ロス率を軽減させるインセンティブを持つ

Kdt＝修正項

X項＝０％

～－２．５％

（各社平均

－１．１０％＝

実 質 プ ラ

ス）

第２期 １９９５ 一括切下げ
各社平均で

１４％

第３期 １９９５ 一括切下げ
各社平均で

１４％

第４期

１９９７．４―２０００．３

Mdt＝
（１＋RPIt－Xd

１００ ）
Dt

｛（Put－１＋Pmt－１）×０．５×（ ΣPoiDit

ΣPoiDit－１
＋

Ct

Ct－１
）＋Pit－１（ALt－Lt）｝

RPIt＝前年度の７月から１２月にかけての小売物価指数の上昇率

Dt＝t年度の配電量

Put－１＝前年度の配電コスト

Pmt－１＝前年度のメーター関連コスト（実績収入）

Poi＝配電量のバスケットに関するウェイト（需要家グループiのベース価格）

Di＝需要家グループiに対する配電量

C＝需要家数

Pi＝kWh当たりのロスの価値（９２年価値で３ペンス）

ALt－Lt＝許容ロス－実際の配電ロス

X項＝３％

（全配電会社）

（海外電力調査会［１９９３］などから筆者が作成）
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OFFERは１９９５年と１９９６年にそれぞれ各社平均で

１４％、１１．５％もの一括切下げを断行した。各社別

の一括切下げの数値については図表５のとおりで

ある。

この大幅な一括切下げには、配電会社North-

ern（ノーザン）が、１９９４年からの建設・不動産

業者であるTrafalgar House（トラファルガー・

ハウス）からの敵対的買収に対抗して、株主に特

別配当を実施することを発表したことから、配電

各社の潤沢な財務体質が明らかになったことも影

響している。この買収劇の背景には、１９９５年３月

に政府が保有している「黄金株」１９）の効力が消滅

したことに伴い、配電会社の買収が制度的に可能

となったため、水道事業者や発電会社などによる

配電会社の買収合戦が活発に行われた２０）ことがあ

げられる。

第４期（１９９７年４月～２０００年３月）

第２期に一括切下げを行った際に、OFFERは

図表４ 第１期における１２地方配電事業者別Ｘ項 （％）

配電事業者名 X 項 配電事業者名 X 項

Eastern ＋０．２５ Norweb ＋１．４０

E. Midlands ＋１．２５ Seeboard ＋０．７５

London ０ Southern ＋０．６５

Manweb ＋２．５０ Swalec ＋２．５０

Midlands ＋１．１５ SWEB ＋２．２５

Northern ＋１．５５ Yorkshire ＋１．３０

１２社平均 ＋１．１０％

（出所：OFFER）

図表５ 第２期、第３期における１２配電事業者別一括切下げ率 （％）

配電事業者名
第２期

１９９５年一括切下げ

第３期

１９９６年一括切下げ

Eastern １１ １０

E. Midlands １１ １３

London １４ １１

Manweb １７ １１

Midlands １４ １１

Northern １７ １３

Norweb １４ １１

Seeboard １４ １３

Southern １１ １０

Swalec １７ １１

SWEB １４ １１

Yorkshire １４ １３

１２社平均 １４ １１．５

（出所 OFFER）
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１９９７年までX項を暫定的に２％とすることとして

いたが、需要家への還元が十分でないと判断され、

X項は３％に引き上げられた。（すなわちRPI－

３％）

また、プライスキャップフォーミュラについて

は精緻化が進められた。まず、送電線使用料金と

同じく、省エネの観点から、販売量と収入の関係

を弱めるため、予想配電量と需要家数によって５０

対５０の比率で加重し修正された。需要家数は大き

く変化することがないため、この見直しは平均収

入キャップから総収入額キャップへの移行を意味

していた２１）。また、配電コストの透明化を狙い、

配電線コストとメーターコストが分離された。

�３ 供給部門の料金規制の変遷

供給部門料金は最終需要家料金とも呼ばれ、電

力を販売するまでのコスト、つまり発電部門にお

ける卸売り電力価格、送電線使用料金、配電線使

用料金、及び化石燃料課徴金をそのまま転嫁でき

ることとされた。（コストパススルー）後述する

ガス事業においても同様の料金算定方法が認めら

れているが、コストパススルー方式は、供給部門

の事業者に対する効率的な電力購入へのインセン

ティブが欠落しているといえる。供給部門におい

て完全自由化が導入される９８年までの供給部門の

料金規制の変遷については図表６のとおりである。

１９）「黄金株」とはイギリス民営化政策で考案された特殊な株式で、株式売却企業を外国企業から保護することを主たる目的とし
ている。たとえ１００％の議決権付き株式が売却されても政府は民営化企業に介入し、優越的な権限を行使することができる。
（野村［１９９８］）
また、「黄金株」の規定などについては野村［１９９３］が詳しい。

２０）配電部門における買収事例の詳細ついては野村［１９９８］参照。
２１）矢島［１９９８］

図表６ 小売供給部門料金の変遷

規制区分 フォーミュラ X 項

第１期

１９９０．４―１９９４．３
――――

Mst＝（１＋RPIt－Xs

１００ ）×Pst－１＋Yt－Kst

Mst＝t年度のkWh当たりの最高平均価格

RPIt＝t年度１０月と前年度１０月の小売物価指数の変化百分率

Pst－１＝スタート時のkWh当たりの加重後の平均収入

Yt＝t年度のkWh当たりの電力購入コスト、送配電コスト、化石燃料

課徴金の変動分

Kst＝修正項

X項＝０％

第２期

１９９４．４―１９９８．３

規定料金顧客

（規制）

１００kW以下

契約顧客（非

規制）

１００kW超

Mst＝（１＋RPIt－Xs

１００ ）×Pst－１＋Yt＋Et

Mst＝t年度の最大収入額

RPIt＝t年度１０月と前年度１０月の小売物価指数の変化百分率

Pst－１＝前年度の重要家費（a）＋（b）＋（c）

（a）固定額（会社毎に１０００万ポンドから１６００万ポンドの間で設定）

（b）０．０９２４ペンス×販売電力量

（c）１５．８４ポンド×需要家数

（コストは１９９１年度価格）

Yt＝t年度のkWh当たりの電力購入コスト、送配電コスト、化石燃料

課徴金の変動分

Et＝エネルギー効率利用課徴金（１ポンド×需要家数）

X項＝２％

（海外電力調査会［１９９３］などから筆者が作成）
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第１期

他の部門と同じく、電力の１単位（kWh）当

りの収入（平均収入）が上限値とされ、平均収入

を算出する際に用いられる電力需要量については、

需要規模が１MWを超える需要家と１MW未満の

需要家の需要量に応じた加重平均に基づき算出さ

れた。また、前年度の過不足分を調整するために

K項が設定されている。

X項についても、送電、配電部門と同様に、民

営化に伴う設備投資の増大が予想されたことから

０％（すなわちRPI±０％）に設定された。

第２期

９４年に自由化市場の範囲が需要規模１MW超の

需要家から需要規模１００kW超の需要家へ引き下

げられたことに伴い、料金規制は１００kW未満の

需要家に対して適用されることになった。また、

プライスキャップフォーミュラについては、送電

線使用料金と同様に、販売電力量増加へのインセ

ンティブを除くために、上限値が平均収入から総

収入額へ変更されている。総収入額は固定額（供

給事業者のコスト条件にあわせて１０００万ポンドか

ら１６００万ポンドに設定）、販売電力量に基づく収

入（０．０９２４ペンス×販売電力量）、需要家数に基

づく収入（１５．８４ポンド×需要家数）から算出さ

れることになっている。

X項については、２％が適用されている。なお、

プライスキャップ規制に加え、料金規制が適用さ

れる１２地方配電事業者については、事業者間の比

較を行うためにヤードスティック方式が採用され

ている。

�３ 電気事業における料金規制の評価

これまで、イギリスの電気事業における料金規

制の変遷について見てきたわけだが、その結果に

ついて料金推移などを通じて評価を行ってみたい。

まず、最終的な需要家料金である小売供給料金

の民営化以降の推移について見てみる。

図表７、８は、民営化以降の標準的な家庭（使

用電力量３３００kWh）の小売料金の推移を表した

ものであり、９３年以降の料金は値下がり傾向にあ

るが、９１年、９２年の小売供給料金は名目値で１０％

以上の値上がりが生じている。これは小売物価指

数であるRPIが８％～９％で推移していることに

起因していると考えられる。しかし、９８／９０価格

で見ても９２年料金については＋４．１％となってお

り、X項が０％で設定されていたのにもかかわら

ず大幅な値上げとなっている。これは、RPIが９１

年＋９．８％に対して９２年＋５．８％と大きく下げてい

図表７ 民営化以降の小売供給料金の推移

（OFFER［１９９９］より筆者が作成）
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ることから、プライスキャップフォーミュラに用

いられたRPIの予測値が高めに設定されたと推測

され、このことにより生じたブレと考えられる。

９４年以降、RPIについては予測値から実績値に変

更された影響もあり、小売料金はRPIにほぼ追従

した推移となっている。

次に、配電部門、供給部門の売上高及び売上高

利益率の推移を見てみたい。

図表９は民営化以降の１２地方配電事業者の売上

高及び売上高営業利益率の推移を表したものであ

る。売上高の推移については、９５年まで増加傾向

にあった売上高がそれ以降減少に転じている。こ

れは、９５年、９６年に実施された一括切下げの影響

と９７年からプライスキャップ規制の上限値が平均

収入から総額収入へ変更されたことが影響してい

ると考えられる。一方、売上高利益率については

９６年に減少している以外は、民営化以降、増加傾

向にあることがわかる。これは、プライスキャッ

プ規制の下で、各配電事業者が人員削減などを通

じて効率化に努めた結果であると考えられる。特

に上限値が総額収入に変更された９７年以降、売上

高が減少しているにもかかわらず売上高利益率は

上昇しており、各配電事業者がさらなる効率化に

努めたことが見てとれる。また、売上高営業利益

率が９１年以外では、常に２５％から３０％台で推移し

ており、配電部門における利益率が非常に高いこ

とがわかる。また、この利益率の高さが各配電事

業者が買収の対象となる理由となっている。

図表８ 民営化以降の小売供給料金の推移（対前年比）

（OFFER［１９９９］他より筆者が作成）

図表９ 民営化以降の売上高及び売上高営業利益率の推移（配電部門）

（OFFER［１９９９］他より筆者が作成）
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図表１０は地方配電事業者の供給部門における売

上高及び売上高営業利益率の推移を表したもので

ある。

供給部門の売上高については９２年に飛躍的に増

加しているが、９４年以降、減少傾向にあることが

わかる。これは、配電部門と同じく、９４年の料金

改定において、上限値が平均収入から総額収入へ

と変更されたことが影響していると考えられる。

ただし、売上高営業利益率については、配電部

門とは異なり売上高に追従する形で減少傾向にあ

る。このことは、小売供給料金に占める供給コス

トの割合が全体の約７％程であることから売上高

に対して得られる利益も少ないため、地方配電事

業者にとっては供給部門の経営を効率化するイン

センティブにはなりにくいことが一因と考えられ

る。

これまで見てきたように、事業者は常に料金規

制の動向を意識して経営を行い、また効率化を行

うことによって利益率を高めているが、効率化の

主たる手段である人員削減などのリストラクチャ

リングによるサービスレベルの低下が懸念される。

図表１１は、サービスレベルの評価として、民営

化以降、需要家からOFFERに寄せられた苦情件

数の推移をまとめたものである。

苦情件数としては９２年に若干の増加が見られる

ものの、９３年以降は減少に転じており、９８年には

９１年の苦情件数の半分以下にまで件数が減少して

いる。各事業者が人員削減を中心としたリストラ

図表１０ 民営化以降の売上高及び売上高営業利益率の推移（供給部門）

（OFFER［１９９９］他より筆者が作成）

図表１１ OFFERに寄せられた需要家からの苦情件数の推移

（OFFER［１９９９］より筆者が作成）
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クチャリングを実施しているにもかかわらず、

サービスレベルが向上している背景には、コール

センターの設置が考えられる。ここでは、電話応

対のスタッフにパートや派遣社員をあてることに

よりコストの削減を図り、またスタッフの需要家

対応の評価をそのままボーナスに連動させること

によってサービスレベルの向上に努めているので

ある。

２．２ ガス事業

イギリスにおけるガス事業の歴史は古く、１９３０

年には１１００万世帯が石炭ガスによるガス供給を受

けていた。ガス需要の増加とともに、公営、民営

によるガス事業者が乱立し、その数は１９４０年代に

は１０００社以上に及び、事業者間のガスパイプライ

ンなどの統合が困難な状況であった。１９４８年ガス

法が制定されることにより、これらのガス事業者

は再編・国有化され、１２地域ガス局とガス事業全

般を調整するガス理事会からなる２公社体制と

なった。その後、石炭価格、労働費などのコスト

上昇などによりガス販売量は停滞したが、１９６０年

代前半の石油ガスの本格的な利用開始と１９６０年代

に北海において天然ガスが発見されたことにより、

ガス販売量は大幅に増加することになった。中で

も北海における天然ガスの発見がガス事業に与え

た影響は大きく、ガス理事会は１９６６年に、ガス供

給源を従来の石炭から天然ガスに転換することを

決定し、全国的なガスパイプラインを建設するこ

ととした。天然ガス販売量の大幅な増加を背景に、

１９７２年ガス法が制定され、それまでの１２地域ガス

局が廃止され、ガス理事会を母体とするイギリス

ガス公社（British Gas Corporation; BGC）に一

体化された。

イギリスのガス事業の民営化は、電気事業と同

じくサッチャー政権の民営化政策によるものであ

る。１９８６年ガス法（Gas Act１９８６）の制定により、

１９８７年に国有企業であったBGCが、British Gas

plc.（BG）に民営化された。なお、民営化当初は、

電気事業のように部門ごとの水平分割が行われず、

独占的体制が維持された。また、民営化に先立ち、

１９８２年には石油ガス法により、BGC所有のガス

パイプラインの第三者への開放が認められ（コモ

ンキャリッジ）、それまでBGCが独占していたガ

ス購入の独占権も廃止されていたが、BGCの独

占的体制の影響もあり、競争者が参入することが

なかった。

このような状況に対して、独占・合併委員会

（Monopolies and Mergers Commission; MMC）

と公正取引庁（Office of Fair Trading; OFT）が、

BGの独占的地位について調査を行い、１９９３年に

BGの企業分割を中心とした勧告案を提出した。

この勧告案に対しBGは強く抵抗し、激しい議論

が続いた結果、政策決定権を掌握する貿易産業省

（Department of Trade and Industry; DTI）が

出した結論は、BGの企業分割は行わず、国内事

業を５事業部門に区分することであった。

このように、BGの企業分割論議が活発に行わ

れてきたわけだが、最終的には１９９５年ガス法によ

り、ガス供給事業者（サプライヤー）、ガス配送

事業者（シッパー）、ガス輸送業者（トランスポー

ター）の３種類のライセンス制度が導入されるこ

ととなり、ガス輸送業者は他事業との兼業が禁止

されることになった。このため、BGは１９９６年に

自ら企業分割を行い、ガス供給部門を独立させる

ことにより、輸送業務部門と分離した。また、

１９９７年には、前者にガス田開発・生産部門の一部

を加え、社名をCentricaと改めた。

�１ ガス事業体制

前述のように、民営化の際にBGによる１社独

占体制を認めたことにより、その自由化への道の

りが険しくなったガス事業であるが、現在の体制

１９ 郵政研究所月報 ２０００．１２



生産者（国内）（海外）�

BGTransCo

生産�

輸送�

販売�

需要家�

Centrica

他の公共�
ガス輸送者�

他の�
サプライヤー�

シッパー� シッパー�
公共ガス輸送者（PGT）�

サプライヤー�

Centrica
他の�

サプライヤー�

サプライヤー�

ガスの流れ� 売買契約� 託送契約�

家庭用需要家�
年間使用量2,500サーム以下�

大口需要家�
年間使用量2,500サーム超�

についてまとめると図表１２のとおりとなる。

現在のガス事業は、生産部門、輸送部門、販売

部門の３部門に大別される。

生産部門においては北海ガス田を中心に約３０社

程度がガスの開発・生産を行っているが、このう

ちの１０社が石油メジャーである。また、生産部門

は少数の大企業による寡占状態にあり、BGを含

む上位５社で生産量の約８０％が生産されている。

なお、主にノルウェーを中心とする海外からのガ

ス輸入については、BGによる独占が認められて

いたが、１９８２年ガス法により、ガス購入の独占権

が廃止されるとともに輸入独占権も廃止されてい

る。

輸送部門については、ライセンスにより規制庁

から認定された公共ガス輸送者（Public Gas

Transporter; PGT）によってガス輸送が行われ

るが、BG以外の輸送業者は家庭用中心にガス輸

送を行っていることから、その輸送量はBGの輸

送量の１％にも満たない。このため、BGの輸送

部門であるBGTranscoが実質的に輸送と貯蔵に

関して業務を独占している。

供給部門については、１９８２年石油・ガス法に基

づき、年間使用量２００万サーム２２）以上の需要に対

して自由化がなされて以来、石油会社系や電力会

社系（PowerGenなどの発電会社系とEastern

Groupなどの地方配電事業者系が中心である）を

中心として多くの参入者が生まれている。なお、

これらのサプライヤーとガス生産者との間で、ガ

ス取引を行うシッパーが存在する。シッパーは自

前の設備を持たないが、生産者からガス購入、輸

送業者に対するガス輸送の委託、サプライヤーに

対するガス販売を行っている。シッパーの多くは

生産者もしくはサプライヤーの子会社である。

なお、電気事業が民営化された時と同じく、規

制庁として政府とは独立した規制機関であるガス

規制庁OFGAS（Office of Gas Supply）が設立さ

れている。（前述のとおり１９９９年６月よりOFFER

と統合され、OFGEMとなっている）

図表１２ ガス事業体制

（各種資料より筆者が作成）

２２）１サーム＝約２．３立方メートル
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�２ ガス事業における料金規制の変遷

２０００年３月時点において料金規制が適用されて

いるのは、年間消費量２５００サーム以下の家庭用の

規定料金市場におけるガス配給料金とBGが運用

するパイプラインへのアクセスに適用される輸送

料金であるが、ここでは、ガス配給料金の変遷に

ついて述べる。図表１３は、ガス配給料金の変遷に

ついてまとめたものである。

第１期（１９８７年４月～１９９２年３月）

料金規制については、BGの独占が認められた

年間使用量２５０００サーム以下の需要家に対する料

金表に導入された。プライスキャップについては、

平均価格に対して上限値が設定された。また、電

気事業と同じく、前年度の過不足を調整するため

に修正項としてK項が適用され、ガス原価につい

ては、料金に上乗せすることが認められた。（ガ

スコストパススルー）

なお、効率化指標であるX項については２％と

されたが、電気事業と異なり、�１事業分割が行わ

れず独占体制が維持された、�２プール市場などの

新システムが導入されていない点から、民営化直

後の効率化指標としては甘かったと考えられる。

この点については、�１政府が保有するBGの株

を放出するまで株価を維持したかった。�２８７年に

図表１３ ガス配給料金規制の変遷

年月日 料金規制区分 フォーミュラ X 項

第１期

１９９７．４―１９９２．３
規定料金顧客

（規制）

２５０００サーム

以下

契約顧客（非

規制）

２５０００サーム

超

Mt＝（１＋RPIt－X

１００ ）×Pt－１＋Yt－Kt

Mt＝t年度のサーム当たりの最高平均価格

RPIt＝t年度１０月と前年度１０月の小売物価指数の変化百分率

Pt－１＝スタート時のサーム当たり価格の非ガス成分

Yt＝t年度のサーム当たりガス原価

Kt＝（Tt－１－
Qt－１×Mt－１

Qt
）×（１＋ It

１００）
Tt－１＝t－１年における規定料金市場での収入

Qt＝t年における規定料金市場での販売量

It＝Ktが正の値のときはバークレイ銀行の基本金利＋３％

Ktが負の値の時はバークレイ銀行の基本金利の値

X項＝２％

第２期

１９９２．４―１９９４．３

Mt＝（１＋RPIt－X

１００ ）×Pt－１＋
Ft－Zt

１００
×１８．３８８＋Et－Kt

Ft＝t年度におけるガスコスト指標

Zt＝ガスコスト効率化指標＝１００×（１．０１のN乗－１）

１８．３８８＝基準年におけるサーム当りガスコスト（ペンス）

Et＝OFGASに認可されたエネルギー効率化投資

X項＝５％

第３期

１９９４．４―１９９７．３ 規定料金顧客

（規制）

２５００サーム以

下

契約顧客（非

規制）

２５００サーム超

Mt＝１．０１５［（１＋RPIt－X

１００ ）×Pt－１＋
Ft－Zt

１００
×１８．３８８］＋Et－Kt X項＝４％

第４期

１９９７．４―２０００．３

〈基本料金〉

Mt＝（１＋RPIt－X

１００ ）×Pt－１＋１．０１５×（Gt＋Tt＋St）＋SKt－Kt

Gt＝t年度におけるガスコスト

Tt＝t年度における輸送料金

St＝t年度における貯蔵コスト

SKt，Kt＝調整項

X項＝４％

（資源エネルギー庁［１９９５］などから筆者が作成）
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総選挙を控えた政府が時間的制約からBGが受け

入れやすい水準に設定したなどの政治的理由も意

見としてある。

第２期（１９９２年４月～１９９４年３月）

OFGASはX項が２％であるのは低すぎると判

断し、年率２．４％の効率化目標を想定のうえ、X

項を５％とした。また、ガスコストへのインセン

ティブが十分でないことから、ガスコスト指数が

導入されるが、ガス購入の契約期間が長期（２０―

４０年）であるため、１％に設定された。

第３期（１９９４年４月～１９９７年３月）

９２年施行の「競争・サービス法（公益事業法）」

により、規定料金市場が２５０００サーム以下から

２５００サーム以下へと引き下げられたことにより、

X項が５％から４％に緩和された。また、規定料

金市場の引下げに伴い、それまでのフォーミュラ

に修正係数（１．０１５）を乗じることにより修正が

行われた。

第４期（１９９７年４月～２０００年３月）

ガスコスト指数が廃止され、ガスコストについ

て料金への転嫁を認めるが、効率的なガス調達を

行っていることをOFGASに報告する義務が課さ

れた。

また、ガスコスト＋輸送コスト＋貯蔵コストに

対して１．５％のマージンを認められる。

�３ ガス事業における料金規制の評価

ここでは電気事業と同様に、料金規制の結果に

ついて料金推移などを通じて評価を行ってみたい。

民営化以降の、標準的な家庭用ガス料金の推移

を表したものが図表１４である。

民営化が導入された当初の８７年における家庭用

ガス料金に対して、９８年における家庭用ガス料金

は約２４％の下落が認められている。なお、９６年以

降のグラフが２色に分けられているが、下側が市

場自由化に伴い参入してきた新規参入者による価

格である。また、OFGASによると新規参入価格

図表１４ 標準的な家庭用ガス料金２３）の推移

（出所：OFGAS［１９９９］）

２３）年間ガス使用量６５０サーム
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はBG価格より約２０％安いとしている。

BGもまた、配電事業者と同様に、人員削減に

よるリストラクチャリングを実施することによっ

て経営効率化に努めている。しかし、人員削減に

よってサービスレベルの低下が起こっている可能

性がある。

図表１５は、サービスレベルの評価として、民営

化以降、需要家からOFGASに寄せられた苦情件

数の推移をまとめたものである。

９５年までは、OFGASに寄せられる苦情件数は

微増しつつもその数は少なかったが、９６年以降、

苦情件数が飛躍的に増加している。このことは、

自由化範囲が年間使用量２５０００サーム超から年間

使用量２５００サーム超へ一気に拡大したことにより、

自由化対象範囲の需要家が増加したことと、それ

らの需要家に対してガス事業者が悪質な販売など

を行っていたことから苦情件数が増大したと考え

られるが、人員削減によるサービスレベルの低下

による影響も否めないと言えるだろう。

３ 結 論

イギリスの公益事業におけるプライスキャップ

規制について、プライスキャップフォーミュラ、

及びX項の推移を中心に実態の検証を行うことに

より、様々な問題点が明らかになった。ここでは、

各事業分野で判明した問題点についてまとめるこ

とにより、今後の日本の公益事業の料金規制に対

する示唆を得たい。

３．１ プライスキャップ規制における問題点

�１ 複雑化していくプライスキャップフォーミュラ

電気事業における配電線使用料金に対するプラ

イスキャップフォーミュラの変遷をあげるまでも

なく、イギリスの公益事業におけるプライス

キャップ規制は、改定されるたびにフォーミュラ

が複雑化していることが判明した。この背景には、

より正確な事業者の経営実態を反映するための

フォーミュラの精緻化や、省エネルギーへの考慮

など政策的な項目の追加など様々な理由が存在す

るが、フォーミュラが複雑化するに従い、より多

くの企業情報が必要とされることは否めない。こ

のことは、公正報酬率規制の問題点であった規制

側と企業の情報の非対称性の発生、規制コストの

増大につながっており、イギリスにおけるプライ

スキャップ規制の運用においては、情報の非対称

性の是正、規制コストの減少など、スキームの簡

明さ故のプライスキャップ規制の従来のメリット

が失われているといえる。

図表１５ OFGASに寄せられた需要家からの苦情件数の推移

（OFAGAS［１９９９］より筆者が作成）
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�２ 一貫性のない料金改定

電気事業の料金改定においては、２回におよぶ

一括切下げなど、ガス事業の料金改定のような一

貫性があったとは言いがたい。公正報酬率規制の

メリットの一つとして、規制のラグが企業の内部

効率化へのインセンティブとなることをとりあげ

たが、プライスキャップ規制についても、初期値

が設定された後は、一定期間、定められたX項の

下で料金規制を受けることから、同様のメリット

が存在していると言える。しかし、規制庁が一度

アナウンスした料金規制期間を変更することは、

結果として、企業にとっての規制のラグを利用し

た内部効率化へのインセンティブをそぐことにな

るといえよう。

３．２ 問題点に対する原因推測

イギリスにおけるプライスキャップ規制の理論

と現実の乖離については、多くの議論がなされて

おり、その中の意見の一つは、従来国営であった

公益事業を民営化する際の料金規制としては、公

正報酬率規制の延長として料金規制を設定する必

要があったというものがある。イギリスにおける

国営時代の公益事業の料金規制は総括原価法式に

よる規制であったが、その算定方式については費

用積み上げ方式であったことから、企業に対する

効率化へのインセンティブは欠落していた。また、

国営であることからも効率化のインセンティブは

ほとんど無かったといえよう。このような状況に

おいて民営化という改革の衝撃を吸収するために

は、新たに導入される料金規制を緩衝材とする必

要があったと思える。つまりある程度の利益率を

政府が確約したうえで、徐々に競争を導入してい

くというスキームである。

また、プライスキャップフォーミュラが複雑化

している問題に関しては、プライスキャップ規制

のスキーム自体が簡明であり、規制庁にとっては

加工しやすい料金規制であることが起因している

のではないだろうか。国営企業を民営化し、独占

市場を完全自由化する過程において、国営時代に

は想像のつかない企業、需要家の行動が起こる可

能性が否定できず、規制庁の思惑通りに規制の効

果が現れる保証はない。このことから想定外の社

会的厚生の損失にも対応できる柔軟な料金規制を

プライスキャップ規制に求めたのではないだろう

か。実際、規制庁においてはプライスキャップ規

制を、市場が完全自由化されるまでの過渡的な料

金規制と見る向きもある。

３．３ 日本の公益事業の料金規制への示唆

―プライスキャップの構造的弱みの克服

これまでみてきたように、イギリスでの経験か

らするとプライスキャップフォーミュラは実用的

に改善するほど透明性に欠けるフォーミュラ、シ

ステムになりやすく、各事業者の経営状況を細か

く反映する必要が生じることから、実態としては

公正報酬率に近づいているといえる。

公益事業の料金規制の概要で見てきたように、

プライスキャップ規制には、スキーム自体の簡明

さがもたらすメリットが多くあることから、実際

に料金規制として導入する際には、その精緻化に

ついてある程度の調整項までにとどめる規制庁の

判断が必要であろう。

また、電気事業、ガス事業の供給部門における

料金規制の変遷でも見うけられたように、競争導

入が可能な分野については、競争範囲の拡大に

伴って、料金規制範囲を狭められるという参入規

制をプライスキャップ規制が補完する形が見うけ

られたが、部分自由化を経て完全自由化に移行す

る市場において、規制部門の料金規制にはプライ

スキャップ規制が適当であると思える。

しかし、あくまでも、競争導入によりかなりの

効率化が期待できる国営企業を民営化する際の料
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金規制として適当であったと言え、従来から民営

であった日本の電気事業、ガス事業に導入する場

合には、そのサービスの品質維持に必要な長期投

資のインセンティブをプライスキャップ規制が持

てるかどうか十分な吟味が必要である。
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